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事実確認の結果により、
日体協と調整の上必要な
対応（指導・処分等）を実施

事実確認の結果により、必要な
対応（指導・処分等）を実施
（倫理委員会・理事会）

いずれの規程に該当する案件かによって、下図の流れで対応を行う。

相談窓口で取り扱う範囲
＜倫理規程関連＞
①対象となる行為:倫理規程第４条に定められた行為
②対象となる行為者：倫理規程第２条に定められた者
③窓口を利用できる人：倫理規程第２条に定められた者とその関係者等

＜加盟団体規程関連＞
①対象となる事項:加盟団体規程第６条、第７条、第８条並びに第１２条に定める事項
②対象となる組織：本会加盟・準加盟団体
③窓口を利用できる組織：本会加盟・準加盟団体等

事実確認の結果により、必要な
対応（指導・処分等）を実施

事実確認の依頼

事実確認の手法・
手続き等に関する助言

対象者等に対する
事実確認を実施

指導・処分等に
関する助言
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豊かなスポーツライフをサポートする情報誌「Sports Japan」 告知記事 
 
・発行回数 

通常号／年 6 回（奇数月／10 日発行）、特別号／年 2 回（発行月／11 月と 3 月） 
・発行部数：約 190,800 部（毎号） 
  配 布 先：①公認スポーツ指導者 約 120,000 部 
       ②スポーツ少年団単位団等 約 70,000 部 
       ③関係団体等 約 800 部（加盟団体、準加盟団体、関係機関等） 
 
2015 年 1 月－2 月号 記事 

 
 


